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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第93期
第３四半期
連結累計期間

第94期
第３四半期
連結累計期間

第93期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (百万円) 266,597 241,283 391,901

経常利益 (百万円) 20,940 19,402 35,906

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 13,845 13,787 25,042

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 16,901 12,035 31,411

純資産額 (百万円) 207,221 226,593 221,741

総資産額 (百万円) 352,675 348,168 366,532

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 195.43 194.62 353.48

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ─ ─

自己資本比率 (％) 58.2 64.5 60.0
 

 

回次
第93期
第３四半期
連結会計期間

第94期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 78.47 55.68
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等になっている。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はない。

 また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 
１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものである。

 
(1) 経営成績

　当第３四半期連結累計期間の受注高は、目標としていた案件の受注に注力した結果、一般民間向け案件を中心に

増加し、256,411百万円（前年同期比5.4％増）となった。

　売上高は、241,283百万円（前年同期比9.5％減）となった。一般設備工事については、工程の初期段階にある進

行基準の案件が比較的多いため、売上高の計上が進まないことに加え、資材不足の影響を受けた調達の遅れに伴

い、工事の進捗が伸びにくい状況にある。また、太陽光工事については、大型案件の着工遅れなどにより前年同期

に比べ施工高が減少した。

　営業利益は、16,741百万円（前年同期比11.4％減）となった。利益向上施策の取り組みにより前年同期に比べコ

スト改善は進んだものの、売上高の減少などにより減益となった。

　また、経常利益は19,402百万円（前年同期比7.3％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、13,787百万円

（前年同期比0.4％減）となった。

　新型コロナウイルス感染症の影響については、一部の大型案件において工事着手や進捗の遅れが発生している

が、現時点では、当年度の経営方針および計画を見直す必要はないと判断している。

　なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、売上高は1,476百万円減少している。

 
　セグメントごとの経営成績は、次のとおりである。

　　　①設備工事業

売上高は、前年同四半期と比べ23,857百万円減少（9.3％減）し、232,863百万円、セグメント利益（営業利

益）については、前年同四半期と比べ2,050百万円減少（12.0％減）し、15,036百万円となった。

　　　②その他

売上高は、前年同四半期と比べ1,457百万円減少（14.8％減）し、8,419百万円、セグメント利益（営業利益）

については、前年同四半期と比べ37百万円減少（2.3％減）し、1,603百万円となった。

なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、売上高は1,476百万円減少している。

 
(2) 財政状態

資産合計は、完成工事未収入金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ18,363百万円減少（5.0％減）し、　

348,168百万円となった。

　負債合計は、工事未払金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ23,215百万円減少（16.0％減）し、121,574

百万円となった。

　純資産合計は、配当金の支払いやその他有価証券評価差額金の減少があったものの、親会社株主に帰属する四半

期純利益の計上により、前連結会計年度末に比べ4,852百万円増加（2.2％増）し、226,593百万円となった。

 
(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した優先的に対処すべき課題について

の重要な変更はない。

 
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、191百万円である。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 250,000,000

計 250,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 70,864,961 70,864,961
東京証券取引所
(市場第一部)
福岡証券取引所

単元株式数は
100株である。

計 70,864,961 70,864,961 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

 (ライツプランの内容)

 該当事項なし。

　

 (その他の新株予約権等の状況)

 該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項なし。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2021年10月１日～
2021年12月31日

 ―  70,864  ―  12,561  ―  12,543

 

 

EDINET提出書類

株式会社九電工(E00146)

四半期報告書

 4/18



 

(5) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式）
― ―

普通株式 400

(相互保有株式)
― ―

普通株式 45,500

完全議決権株式(その他)
普通株式

707,731 ―
70,773,100

単元未満株式
普通株式

― １単元(100株)未満の株式
45,961

発行済株式総数 70,864,961 ― ―

総株主の議決権 ― 707,731 ―
 

(注)　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2021年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしている。

 

② 【自己株式等】

  2021年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱九電工

福岡市南区那の川一丁目
23番35号

400 ─ 400 0.00

(相互保有株式)
㈱九建

福岡市中央区清川二丁目
13番６号

43,500 ─ 43,500 0.06

(相互保有株式)
西技工業㈱

福岡市中央区渡辺通二丁目
９番22号

2,000 ─ 2,000 0.00

計 ― 45,900 ─ 45,900 0.06
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 50,905 46,856

  受取手形・完成工事未収入金等 130,705 ※3  93,993

  未成工事支出金 5,910 17,657

  商品 1,040 1,447

  材料貯蔵品 14,579 21,881

  その他 9,451 9,234

  貸倒引当金 △18 △30

  流動資産合計 212,574 191,040

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 32,337 32,512

   土地 28,887 29,488

   その他（純額） 19,472 18,297

   有形固定資産合計 80,698 80,298

  無形固定資産   

   のれん ― 1,935

   その他 1,729 1,643

   無形固定資産合計 1,729 3,578

  投資その他の資産   

   投資有価証券 63,194 60,774

   長期貸付金 1,256 411

   退職給付に係る資産 554 3,317

   繰延税金資産 3,507 4,375

   その他 4,781 5,375

   貸倒引当金 △1,764 △1,004

   投資その他の資産合計 71,530 73,249

  固定資産合計 153,957 157,127

 資産合計 366,532 348,168
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 63,559 ※3  40,580

  電子記録債務 23,593 ※3  26,396

  短期借入金 1,774 1,978

  未払法人税等 7,145 2,196

  未成工事受入金 15,381 19,443

  賞与引当金 ― 4,887

  工事損失引当金 60 202

  その他 13,845 7,289

  流動負債合計 125,361 102,974

 固定負債   

  長期借入金 10,140 8,882

  リース債務 2,711 2,797

  役員退職慰労引当金 300 318

  退職給付に係る負債 4,051 4,064

  その他 2,225 2,537

  固定負債合計 19,429 18,600

 負債合計 144,790 121,574

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 12,561 12,561

  資本剰余金 12,987 12,987

  利益剰余金 195,601 202,226

  自己株式 △8 △9

  株主資本合計 221,141 227,765

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,998 1,511

  繰延ヘッジ損益 △381 △410

  為替換算調整勘定 105 266

  退職給付に係る調整累計額 △5,057 △4,514

  その他の包括利益累計額合計 △1,334 △3,147

 非支配株主持分 1,933 1,974

 純資産合計 221,741 226,593

負債純資産合計 366,532 348,168
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高   

 完成工事高 256,720 232,863

 その他の事業売上高 9,877 8,419

 売上高合計 266,597 241,283

売上原価   

 完成工事原価 222,650 200,805

 その他の事業売上原価 7,083 5,914

 売上原価合計 229,734 206,719

売上総利益   

 完成工事総利益 34,070 32,058

 その他の事業総利益 2,793 2,505

 売上総利益合計 36,863 34,563

販売費及び一般管理費 17,964 17,822

営業利益 18,898 16,741

営業外収益   

 受取利息 72 39

 受取配当金 687 714

 持分法による投資利益 351 913

 投資事業組合運用益 759 612

 受取賃貸料 235 253

 その他 356 537

 営業外収益合計 2,463 3,072

営業外費用   

 支払利息 307 286

 割増退職金 35 26

 その他 79 98

 営業外費用合計 421 411

経常利益 20,940 19,402

特別利益   

 固定資産売却益 3 4

 投資有価証券売却益 10 782

 特別利益合計 13 787

特別損失   

 固定資産処分損 121 112

 投資有価証券売却損 22 1

 投資有価証券評価損 121 69

 違約金 89 ―

 特別損失合計 354 184

税金等調整前四半期純利益 20,599 20,004

法人税等 6,732 6,173

四半期純利益 13,866 13,831

非支配株主に帰属する四半期純利益 21 43

親会社株主に帰属する四半期純利益 13,845 13,787
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 13,866 13,831

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,645 △2,478

 為替換算調整勘定 △125 177

 退職給付に係る調整額 535 542

 持分法適用会社に対する持分相当額 △20 △37

 その他の包括利益合計 3,034 △1,796

四半期包括利益 16,901 12,035

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 16,893 11,974

 非支配株主に係る四半期包括利益 7 60
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 第２四半期連結会計期間において、中央理化工業株式会社の全株式を取得したため、連結の範囲に含めている。

 
(会計方針の変更等)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしている。

これにより、工事契約に関して、従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる場合には、工事進

行基準によっていたが、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサー

ビスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更している。履

行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計

に占める割合に基づいて行っている。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発

生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識することとしている。

また、機器販売等に係る一部の収益について、従来は、総額で収益を認識していたが、顧客への財又はサービス

の提供における役割（本人又は代理人）を判断した結果、純額で収益を認識する方法に変更している。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用している。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,476百万円減少し、売上原価は1,476百万円減少したが、営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はない。また、利益剰余金の当期首残高に与える影響

はない。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28－15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してい

ない。

 

　　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしている。なお、四半期連結財務諸表に与える影響は

ない。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。
 

 
 

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

 前連結会計年度の有価証券報告書の(追加情報)に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定

について重要な変更はない。
 

 

EDINET提出書類

株式会社九電工(E00146)

四半期報告書

11/18



 

(四半期連結貸借対照表関係)
 

１　保証債務

連結会社以外の会社について、金融機関からの借入金等に対し保証を行っている。

(1)借入保証

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

渥美グリーンパワー(株) 118百万円 41百万円

長島ウインドヒル(株) 93百万円 74百万円

松島風力(株) 1,982百万円 1,837百万円

計 2,193百万円 1,952百万円
 

    （注）松島風力(株)に対する債務保証は、他社負債額を含めた連帯保証債務総額である。
 

(2)工事入札・履行保証等

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

KYUDENKO VIETNAM CO.,LTD. 101百万円 ―百万円

KYUDENKO MALAYSIA SDN.BHD. 8百万円 ―百万円

計 110百万円 ―百万円
 

      （注）KYUDENKO VIETNAM CO.,LTD.及びKYUDENKO MALAYSIA SDN.BHD.については、第１四半期連結会計期間

            より連結の範囲に含めている。

 

２　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

受取手形裏書譲渡高 3百万円 4百万円
 

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれている。

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

受取手形 ―百万円 211百万円

支払手形 ―百万円 859百万円

電子記録債務 ―百万円 4,598百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれん

の償却額は、次のとおりである。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

減価償却費 4,268百万円 4,178百万円

のれんの償却額 91百万円 101百万円
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(株主資本等関係)
 

前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年４月28日
取締役会

普通株式 3,543 50.00 2020年３月31日 2020年６月４日 利益剰余金

2020年10月30日
取締役会

普通株式  3,543 50.00 2020年９月30日 2020年12月１日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。

 
当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年４月28日
取締役会

普通株式 3,543 50.00 2021年３月31日 2021年６月４日 利益剰余金

2021年10月28日
取締役会

普通株式 3,543 50.00 2021年９月30日 2021年12月１日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。
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 (セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

  (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額
(注)３設備工事業

売上高      

　外部顧客への売上高 256,720 9,877 266,597 ― 266,597

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

477 2,073 2,551 △2,551 ―

計 257,198 11,950 269,149 △2,551 266,597

セグメント利益 17,086 1,640 18,727 171 18,898
 

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事に関する材料及び機器の販売

事業、不動産販売事業、再生可能エネルギー発電事業、人材派遣事業、ソフト開発事業、環境分析・測定事

業、医療関連事業、ゴルフ場経営、ビジネスホテル経営、商業施設の企画・運営等を含んでいる。

２. セグメント利益の調整額171百万円は、セグメント間取引消去である。

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

  (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額
(注)３設備工事業

売上高      

　外部顧客への売上高 232,863 8,419 241,283 ─ 241,283

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

507 3,271 3,778 △3,778 ─

計 233,370 11,690 245,061 △3,778 241,283

セグメント利益 15,036 1,603 16,639 102 16,741
 

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事に関する材料及び機器の販売

事業、不動産販売事業、再生可能エネルギー発電事業、人材派遣事業、ソフト開発事業、環境分析・測定事

業、医療関連事業、ゴルフ場経営、ビジネスホテル経営、商業施設の企画・運営等を含んでいる。

２. セグメント利益の調整額102百万円は、セグメント間取引消去である。

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 
２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算出方法を同様に変更している。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「その他」の売上高が1,476百万円減少して

いる。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（のれんの金額の重要な変動）

「設備工事業」セグメントにおいて、中央理化工業株式会社の全株式を取得し、連結子会社としたことに伴い、

のれんが発生している。当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては1,935百万円であ

る。

なお、のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に

算定された金額である。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

　　財又はサービスの種類別分解情報

   (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他 合計
設備工事業

配電線工事 31,785 ― 31,785

屋内線工事 126,414 ― 126,414

空調管工事 74,663 ― 74,663

その他 ― 8,419 8,419

顧客との契約から生じる収益 232,863 8,419 241,283

外部顧客への売上 232,863 8,419 241,283
 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「注記事項（セグメント情報等）」

に記載のとおりである。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

１株当たり四半期純利益(円) 195.43 194.62

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 13,845 13,787

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

13,845 13,787

普通株式の期中平均株式数(千株) 70,846 70,845
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 
２ 【その他】

第94期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）中間配当について、2021年10月28日開催の取締役会におい

て、2021年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議した。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 3,543百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　50円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　 　2021年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年２月８日

株式会社九電工

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

福岡事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石　　田　　博　　信  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　　村　　祐　　二  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社九電工

の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社九電工及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

 
 

(注) １ 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管している。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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